市 町 村 議 会 で 議決 し た 意見 書 (平成 29 年 10 月 ) 
平成 29 年 10 月 2 日 現在 


En 
東日本 大 震 災 の 被災 者 の 医療 費 窓口 負担 の 免除 を 求め る 意見 書 
9 東日本 大 震 災 の 被災 者 の 医療 費 窓 口 負担 の 免除 継続 を 求め る 意見 
i 本 政府 が ずみ や か に 校正 条約 に 著名 し 、 国会 が 承認 する こ 
小 中 学校 に お ける プロ グラ ミン グ 必 修 化 に 対し て 支援 を 求め る 意見 書 
北朝 鮮 の 核 実験 に 抗議 する 意見 書 | lee | 6 | 
「 全 国 森林 環境 税 」 の 創設 に 関す る 意見 書 
本 放 計 が すみ や か に 枝 硬 上 に 半 し 、 国 会 が 批准 する こ EE 
19 剛 市 被災 者 の 医療 費 窓口 負担 の 免除 継続 を 求め る 意見 書 | roses | 9 | 
教職 員 定数 の 改善 及び 義務 教育 費 国庫 負担 制度 拡充 に 係る 意見 書 


岩手 県 の 医療 費 助成 制度 に つい て 更 な る 拡充 を 求め る 意見 書 
日 本 政府 が すみ や か に 核兵器 禁止 条約 に 署名 し 、 国 会 が 批准 する こ 


5 


7 


と を 求め る 意見 書 


呈 隊 MO20M5 栓 人 還 条 重 | に し 、 国 会 が 批准 する こ 
際 間 手 了 の 医 に つい て 更 な る 丸め る 表 
奥州 役者 の 医療 費 ・ 介 護 保険 料 な どの 免除 措置 の 継続 を 求め る 意見 書 
岩 


9 
9 

「 全 国 森林 環境 税 」 の 創設 に 関す る 意見 書 

I 

「 全 国 森 林 環 境 税 」 の 創設 に 関す る 意見 書 

| ヶ 崎 町 道人 備 に 係る 補助 率 の か さ 上 げ 失 等 の 続 を 求め る 区 


日 本 政府 は 国連 が 採択 し た 核兵器 禁止 条約 を 批准 する こと を 求め る 
金ヶ崎 町 意見 書 H29.9.25 | 23 





万 全 な 関 連 法制 度 の 束 備 まで 「 日 欧 EPA」 を 発効 させ な いこ と を 求め 
隊員 定数 改善 と 閉 務 教育 人 国庫 負担 制度 2 分 の 復元 を 求め る 意 
MO し 、 国 会 が 批准 する こ 
「 全 国 森林 環境 税 」 の 創設 に 関す る 意見 書 
全国 森林 環境 税 の 創設 に 関す る 意見 書 


国連 で 採択 され た 核兵器 禁止 条約 へ 日 本 の 参加 を 求め る 意見 書 
= 日 本 政府 が 速やか に 核兵器 禁止 条約 に 署名 し 、 国 会 が 批准 する こと 

回 村 ) の 和 に 有する 
けが こ 核 兵器 禁止 条約 に 、 国 会 が 承認 する こ 

AN 核兵器 禁止 条約 に 賭 名 し 、 国会 が 承認 する 
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大 船渡 市 





ES 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 
【 件 名 】 東 日 本 大 震 災 の 被災 者 の 医療 費 窓口 負担 の 免除 を 求め る 意見 書 














東日本 大 震 災 に より 、 住 む 場 所 や 働く 場所 が 失わ れ た 多く の 被災 者 は 、 今 な お 厳し い 生 
活 状況 に あり 、 当 市 で も 本 年 8 月 末 時 点 で 約 600 名 の 方 が 市 内 の 応急 仮設 住宅 等 で の 生活 
を 余儀 な くさ れ て いる 。 

この よう な 中 で 、 東 日 本 大 震 災 に 係る 「 国 民 健康 保険 及び 後期 高齢 者 医療 制度 に お ける 
被 保険 者 の 医療 費 の 一 部 負担 金 (医療 機関 で の 窓口 負担 )」 の 免除 の 扱い に つい て 、 免除 
要 し た 費用 全額 を 国 に より 補填 する 特別 な 財政 支援 が 平成 24 年 9 月 30 日 で 終了 し 、 国 B 
健康 保険 及び 後期 高齢 者 医療 制度 に つい て は 、 平 成 24 年 10 月 1 日 か ら 既 存 の 特別 調整 交 
付 金 の 仕組 み (基準 を 満た し た 場合 に 8 割 を 支援 ) に 変更 され て いる が 、 被災 者 の 中 に は 
収入 が 絶た れ た 者 も 多く 、 ま た 、 長 引く 応急 仮設 住宅 等 で の 生活 か ら 健 康 不安 が 増大 し て 
いる 。 

この た め 、 医 療 機関 で の 医療 費 窓口 負担 が 発生 する こと に より 必要 な 医療 受診 が 妨げ ら 
れ 、 被 災 者 の 健康 保持 に 支障 が 出る こと が な いよ う 、 安 心して 医療 を 受け られ る よう な 配 
慮 が 必要 で ある 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 被 災 者 の 健康 を 守る た め 、 下 記 の 支援 策 を 講じ る よう 強く 要望 
すず する:。 
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計 コ 
ロレ 


1 東日本 大 震 災 に より 被災 し た 国民 健康 保険 及び 後期 高齢 者 医療 制度 に お ける 被 保険 者 
の 医療 費 の 一 部 負担 金 の 免除 に 係る 費用 の 全額 を 補助 する こと 。 

2 東日本 大 震 災 に より 被災 し た 被用者 保険 に お ける 被 保険 者 の 医療 費 の 一 部 負担 金 免除 
の 制度 を 復活 させ る こと 。 















































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 9 月 20 日 


【 提 
【 件 



























































出 先 】 岩手 県 知事 
名 】 東 日 本 大 震 災 の 被災 者 の 医療 費 窓口 負担 の 免除 継続 を 求め る 意見 書 


東日本 大 震 炎 に より 被災 され た 国 
































民 健康 保険 (以下 「 国 保 」 と いう 。) 及び 後期 高齢 者 医 

















療 制度 の 被 保険 者 の 医療 費 窓 口 負担 の 免除 が 、 
30 年 1 月 より 通常 の 負担 が 発生 する 。 








石 


た 場合 どう する か の 問い に 対し 、「 通 院 回 
合わ せ て 65.2% に 上 っ て いる 。 
また 社会 保険 (以下 社保 」 と いう 。) の 被 保険 者 は 、 平 成 24 年 2 
切ら れ た が 、 打 ち 切 り 後 、h 











っ て いる 。 




















この 結果 か ら 、 国 保定 後期 高齢 者 


に な る こと が 予想 され る 。 









































院 で き な く な る 」、「 早 く 神 
いろ いろ 経費 が か か る の で 免除 を 続け て も らい た い 」 


る 。 











いる も の の 、 本 年 
きれ で てい る 。 














通院 











手 県 保険 医 協 会 が 被災 され た 方 々 を 対象 に 行っ た アン ケー ト 調 査 で は 、 負 
数 を 減ら す 」、「 通 院 で き な い 」、「 分 か ら な い 」 が 























回 数 を 減ら し た 」、 














医療 制度 の 窓 











また 、 ア ン ケ ー ト の 意見 に は 、「 
が 本 当 の 復興 と いう 言葉 に 当て は 3 
あり 、 今 後 の 生活 が 不安 で ある 」、「 病 院 まで の 交 























成 29 年 12 月 末日 


口 負担 が 発生 すれ ば 、 和 社保 と 同様 の 


医療 費 免 除 の お か げ で 日 
まる 支援 で 心から 感謝 申し 上 げ る 」、「 負 担 は 死活 間 題 で 


ー エ ニー ュ ーー 


を も っ て 終了 し 、 平 成 




















担 が 発生 し 









































月 に 国 の 免除 が 打ち 
[通院 で き な く な っ た 」 が 50.09% と な 





「\ 
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々 の 生活 が 助け られ 、 こ れこ そ 





























通 費 が か か り 過 ぎ 、 免 除 が 終了 し た ら 通 























上 保 の 免除 を し て も らい た い 」、「 炎 害 公 営 住 宅 に 入っ て いる が 、 





当 市 で は 災害 公営 住宅 の 建設 や 防災 集団 移 
8 月 末 時 点 で 約 600 名 の 方 が 市 内 の 応急 仮設 住宅 等 で の 生活 を 余儀 な く 








こう し た 中 で 、 窓 口 負担 が 発 4 





惑 れ が ある 。 





区 促進 事業 住宅 団地 整 





な どの 切実 な 声 が 多数 寄せ られ て い 











路 等 の 工事 が 完了 し て 





























E す れ ば 、 必 要 な 受診 が 妨げ られ 健康 を さら に 悪化 させ る 





よっ て 、 和 被災 者 の 健康 保持 の た め 、 下 記 に つい て 強く 要望 する 。 





1 県 は 被災 者 の 





























以上 、 地 方 E 














治 法 第 99 条 の 】 








ニー 


賜 定 に より 意見 書 を 提出 する 。 


記 


医療 費 窓口 負担 の 免除 に 係る 補助 を 平成 30 年 1 




















月 以降 も 継続 する こと 。 


























市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








北 上 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 9 月 29 日 
【 提 出 先 】 岩手 県 知事 
【 件 名 】 岩手 県 の 医療 費 助成 制度 の 更 な る 拡充 を 求め る 意見 書 






































全国 の 地方 自治 体 で 実施 され て いる 医療 費 助成 制度 は 、 患 者 の 経済 的 負担 を 軽減 する こ 
と で 安心 し て 医療 が 受け られ る よう 、 乳 幼児 、 妊 産婦 、 重 度 心身 障がい 者 及び ひと り 親 家 
庭 等 を 対象 に 、 自 己 負 担 分 を 助成 する 制度 で す 。 
岩手 県 の 子ども の 医療 費 助 成 の 補助 基準 は 、 通 院 は 未 就 学 児 、 入 院 は 小学 校 卒業 まで と 
な っ て お り 、3 歳 未満 児 は 自己 負担 が あり ませ ん が 、 そ の 他 の 対象 者 に つい て は 一 部 自己 
負担 が あり ます 。 ま た 、 給 付 方 法 に つい て は 、 平成 28 年 8 月 か ら 、 就 学 前 の 子ども に あっ 
て は 現物 給付 方 式 を 導入 し まし た が 、 そ の 他 の 対象 者 に つい て は 、 窓 口 で いっ た ん 支払 い 
を し な けれ ば な ら な い 償 還 払 いと な っ て お り 、 安 心して 医療 機関 を 受診 で きる 状況 と は い 
えま せん 。 
住民 の 切実 な 願い に 応え 、 県 内 の 各自 治 体 で は 、 独 自 の 上 乗せ を し て 助成 拡大 を 行っ て 
お り ま す が 、 上 乗せ 分 は 全額 が 各自 治 体 の 負担 と な り ま す 。 そ の た め 、 各 自治 体 の 財政 カカ 
等 に より 対象 年 齢 、 自 己 負担 額 、 所 得 制 限 の 有無 な ど 地 域 に よっ て ば ら つ き が 生じ て いる 
状況 に あり ます 。 
成長 期 に ある 子ども の 病気 の 早期 発見 と 早期 治療 、 治 療 の 継続 を 確保 する うえ で 、 安 心 
し て 医療 機関 を 受診 で きる よう に する た め の 子 ども の 医療 費 助成 制度 が 必要 で す 。 

本 来 は 、 国 の 施策 と し て 全国 一 律 の 医療 費 無料 化 を 図る べき で す が 、 県 の 補助 基準 の 見 
直し が 、 制 度 拡大 の 契機 と な る も の と 考え ます 。 

よっ て 、 県 に お いて は 、 次 の 事項 を 実施 する よう 求め ます 。 

1 中 学卒 業 ま で の 子ども の 医療 費 に つい て 現物 給付 方 式 に する こと 。 

2 中 学卒 業 ま で の 子ども の 医療 費 の 自己 負担 を 無償 と する こと 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し 

















す 。 
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久 慈 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 9 月 22 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 外 務 大 臣 、 内 閣 官房 


長官 
【 件 名 】 日 本 政府 が すみ や か に 核兵器 禁止 条約 に 署名 し 、 国 会 が 承認 する こと を 求 
め る 意見 書 























核兵器 禁止 条約 を 交渉 する 国連 会 議 は 本 年 7 月 7 日 、 核 兵器 禁止 条約 を 国連 加盟 国 の 3 
分 の 2 に あたる 122 ヵ国 の 寿 成 で 採択 され 、 人 類 史 上 初め て 「 核 兵器 の な い 世 界 」 へ の 歴 















































史 的 一 歩 を 踏み 出し た 。 
し か し 、 こ の 会 議 に 、 唯一 の 戦争 被爆 国 で ある 日 本 政府 は 参加 し な か っ た 。 こ の こと を 、 












































国 の 広島 ・ 長 崎 の 被爆 者 を は じ め 多 く の 国 民 は 、 恥 ず か し く 、 悲 し く 、 色 り を も っ て 迎 
えた と ころ で ある 。 
核兵器 禁止 条約 は 、 そ の 前 文 で 核兵器 の 非 人 道 性 を 厳し く 告 発し 、 国 連 憲 章 、 国 際 法 、 
至 際 人 道 法 に 照ら し て 、 そ の 違法 性 を 明確 に 述べ て いる 。 さら に 、「 核 兵器 使用 の 被害 者 (H 
IBAKUS 呈 A) 及び 核 実験 の 被害 者 に も た ら さ れ た 容認 し が た い 苦 難 と 損害 に 留意 し 」 
と 、 広 島 と 長崎 の 被爆 者 に 言及 し 核兵器 廃絶 の 必要 性 を 明確 に し て いる 。 

条文 で は 、 核 兵器 の 法 的 禁止 の 内 容 を 定め 、 加 盟 国 に 核兵器 の 「 開 発 、 実 験 、 生 産 、 製 
造 、 取 得 、 保 有 、 貯 蔵 」 な どの 禁止 を 義務 づけ 、 さ ら に 「 使 用 、 使 用 の 威 中 」 を 禁止 し て 
お り 、 文 字 ど お り 核 兵器 を 違法 化す る も の と な っ て いる 。 
また 。 棄 し た 国 の た め の 参 加 す る 余地 を 盛り 込み 、 全 て の 国連 加盟 国 
に 条約 へ の 加入 を 促す な ど 、 核 兵器 保有 国 に も 条約 へ の 参加 の 道 を 開い て いる 。 
この こと は 、 核 兵器 の 廃絶 へ 向け た 大 き な 一 歩 で あり 、 唯 一 の 戦争 被爆 国政 府 と し て 積 
極 的 な 役割 が 求め られ て いる 。 
よっ て 、 国 に お いて は 、 核 兵 問 に より 唯 民 が 被爆 し た 国 と し て 、 す みや か に 核兵器 
禁止 条約 に 署名 し 、 国 会 で 承認 する よう 強く 要望 する 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 、 意 見 書 を 提出 する 。 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 9 月 22 日 


【 提 
【 件 














イン ター ネッ ト の 単なる 、 























の 拡大 、 自 動車 の 自重 
IT 技術 の 発展 は 著 し 





























く 、 





新た な ニー ズ に 対応 し 得る 人 材 の 確保 は 
し 得る 人 材 を 
経済 産業 3 


お いて も グロ ー バ ル に 活躍 
で ある 。 し か し 、2016 年 に 











不足 数 は 約 17 万 人 、2030 年 
ログ ラミ ング が 小学 校 に お いて 必修 化 
委員 会 に お いて 、 人 材 育成 、 指 導 
「 ど の 分 野 に 力点 を 置き 、 い か な る 人 材 を 義成 すべ き 
E す る た め に も 、 中 核 と な る 指導 内 容 に つい て は 和 全 


2020 年 に プ 























地域 間 の 格差 を 十 」 
こと が 求め られ る 。 











一 般 家 庭 に お ける 1 本 機器 の 普及 は 著しく 、 
器 に 接する こと が 珍し く な い 中 で 、 教 員 に 求め られ る 技能 は 上 上 
得 な い 。 こ の こと か ら 、 近年 、 特 に 顕著 と な っ て いる 教職 員 の 多忙 化 に 
HH な ど 、 人 的 ある い は 財政 的 支援 が 必要 と な る 。 
E に 基礎 自 


と な りか ね ず 、 外 部 人 材 の 活 
従来 、 小 中 学校 に お ける I 本 機器 の 整備 は 、 ヨ ョ 
台 体 の 財政 力 に より 整備 状況 に 大 き な 差 が 4 





gy 





























教育 に お いて 、 
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『 及 に 止 
動 運 転 を も 可 


























月 























に は 











ンマ ん と 


内 容 等 








する 





出 先 】 内閣 総 理大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 経 済 産業 大 臣 
名 】 小 中 学校 に お ける プロ グラ ミン グ 必 修 化 に 対し て 支援 を 求め る 意見 書 


E ら ず 、 イ ンタ ーネット を 活用 し た 1I oT の 活用 分 野 
能 と する AI (人 工 知能 ) の 開発 な ど 、 近 年 に お ける 
第 四 次 産業 革命 」 と も 呼ば れる 大 き な 転 換 
世界 的 に 


EE 














を 迎え て いる 。 
も 共通 の も の と な っ て お り 、 我 が 国 に 


国 放 
































上 で 、 I エス キル の 向上 は 不可 欠 な も の 





に つい て 、 独 E 


児 





に = っ 


衛生 待た ち は 幼 少 期 より 一 定 程度 エ T 機 


が 発表 し た 資料 に よる と 、2015 年 時 点 で 1 TT 人材 
最大 で 約 79 万 人 が 不足 する と 試算 され て いる 。 





され る こと に 伴い 、 各 都 道 府 県 教 育 
に 試行 錯誤 を 繰り 返し て いる が 、 
と の 課題 は 残さ れん た まま で ある 。 
国共 通 の も の と な る 





























か 」 
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記 





自治 体 間 の 格差 を 是 





























1 早期 に プ 

2 円 滑 な 指導 を 行う た め 、 
と % 

3 民間 の 人 材 を 積極 的 に 活 / 








H し た り 、 適 1 














ず と 高い も の と な ら ざ る を 
ヨ 車 を か ける こと 






































治 体 に 委ね られ て きた も の の 、 





E じ て いる の が 実状 で ある 。 プ ログ ラミ ング 
a 治 体 間 の 格差 を 是正 する た め に も 、 指導 上 必要 と な る 機器 の 整備 な ど に 
対す る 財政 措置 が 求め られ る 。 

そこ で 、 下 記 の 事項 に つい て 取組 むこ と を 強 




















く 求 め る 。 





ログ ラミ ング の 指導 の 概要 に つい て 明らか に する こと 。 

















E す る た め に 必要 な 財政 措置 を 行う こ 

















め る な ど 、 弾 力 的 な 人 材 








本 





























以上 、 地 方 E 











治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 








E な 人 員 
置 を 認め る こと 。 





配置 が 困難 な 場合 に 広域 で の 対応 を 認 




















提出 する 。 











市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








遠 野 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 9 月 22 日 

【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 防 衛 大 臣 、 外 務 大 臣 、 内 閣 官房 
長官 

【 件 名 】 北 朝鮮 の 核 実験 に 抗議 する 意見 書 











朝鮮 民主 主義 人 民 共 和 国 (北朝 鮮 ) は 、 我 が 国 を は じ め と する 国際 社会 の 強い 抗議 や 警 
告 を 無視 し 、 核 実験 を 行い 、 弾 道 ミ サイ ル 等 を 発射 し 続け て いる 。 去 る 9 月 3 日 に は 、 財 
去 最大 規模 と 見 られ る 6 回 目 の 核 実験 を 行っ た 。 今 年 だ け で も 8 月 29 日 ・9 月 15 日 の 日 
本 上 空 を 飛び 越え 太平 洋上 に 落下 し た 弾道 ミサ イル の 発射 を 含め 、10 発 以上 も の 弾道 ミサ 
イル を 発射 し て いる 。 ま た 、 こ うし た 実験 の 繰り 返し に より 、 北 朝鮮 の 核 、 ミ サイ ル 開 発 
の 能力 は 着実 に 進展 し 、 そ の 帝 威 は 我が国 の 平和 と 安全 を 脅かす も の で あり 、 断 じ て 容 認 
で き な い 。 

よっ て 、 遠野 市 議会 は 、 北朝 鮮 に よる 核 実験 及び 核 開発 に 対 し 厳重 に 抗議 する と と も に 、 
日 本 政府 に お いて は 、 我 が 国 の 平和 と 安全 の 確保 、 国 民 の 安心 安全 に 万 全 を 期し 、 引 き 続 
き 国 際 社 会 と 連携 ・ 協 力 の も と 、 北 朝鮮 に 核 実験 及び 弾道 ミサ イル の 発射 実験 を 放棄 させ 
る た め の 実 効 あ る 措置 を 強く 求め 、 平 和 的 解決 を 目指 し 、 毅 然 と し た 態度 で 外交 努力 を 続 
ける こと を 強く 求め る 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 





























市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








ー 関 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 9 月 8 日 


【 提 出 先 】 衆議院 


議長 、 


グロ 胡 


参議 院 


開 長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 農 林 水 産 


大 臣 、 環 境 大 臣 、 経 済 産業 大 臣 


【 件 


我が国 の 地球 温暖 化 対策 に つい て は 、2020 年 度 及び 2020 年 以降 の 温室 効果 ガス 削減 
際 的 に 約束 され て いる が 、 そ の 達成 の た め に は 、 





標 が 国 
不可 欠 と な っ て いる 。 














し か し な が ら 、 森 林 が 多く 所 在 する 山村 地域 の 市 町 村 に お いて は 、 木 材 f 
業 従事 者 の 高齢 化 ・ 後 継 者 不足 に 加え 、 急 速 な 人 F 
人 策 及 び 担い 手 の 育 成 等 山村 対 
安定 的 な 財源 が 大 幅 に 不足 し て いる 。 

















町 村 が 、 和 森林 吸収 源 対 








この よう な 中 、 政 府 


























・ 与 党 は 、 『 平 


名 】「 全 国 森 林 環 境 税 」 の 創設 に 関す る 意見 書 






























































と り わ け 森 林 吸 収 源 対策 の 推進 が 











格 の 低迷 や や 林 
減少 な ど 、 厳 し い 情 勢 に ある ほか 、 市 
策 に 主体 的 に 取り 組む た め の 恒 久 的 ・ 
































成 29 年 度 税制 改正 大 綱 』 に お いて 、「 市 町 村 が 主体 と 














な っ て 実施 する 森林 整備 等 に 必要 な 財源 に 充て る た め 、 個 人 住民 税 均等 割 の 枠組 み の 活用 








を 含め 都市 ・ 地 方 を 通 
の 創設 に 向け て 、 地 方 











じ て 国 





民 に 等 











し く 負 担 を 求め る こと を 基本 と する 森林 環境 税 (仮称 ) 

















公共 団 



































体 の 意見 も 踏ま えな が ら 、 具 体 的 な 仕組 み 等 に つい て 総合 的 
に 検討 し 、 平 成 30 年 度 税制 改正 に お いて 結論 を 得る 」 と 








の 方 針 を 示し た と ころ で ある 。 








も と より 、 山 村 地 域 の 市 町 村 に よる 森林 吸収 源 対策 の 推進 や 安定 し た 雇用 の 場 の 確保 な 





どの 取り 組み は 、 地 球 
で あり 、 そ の た め の 市 





温暖 化 防 止 の みな ら ず 、 国 
町 村 の 財源 の 強化 は 喫緊 の 課題 で ある 。 



































の 保全 や 地方 劉生 等 に も つなが る も の 











よっ て 、 下 記 の 制度 創設 に つい て 実現 を 強く 求め る も の で ある 。 














な 財源 に 充て る た め 、 
等 し く 負 担 を 求め る こ 























平成 29 年 度 税制 改正 大 綱 に お いて 、「 市 町 村 が 主体 と な っ て 実施 する 森林 整備 等 に 必要 
E 民 税 均 等 割 の 枠組 み の 活 用 を 含め 都市 ・ 地 方 を 通じ て 国民 に 





個人 人 





と を 基本 と する 森林 環境 税 (仮称 ) の 創設 」 に 関し 、「 平 
制 改正 に お いて 結論 を 得る 」 と 明記 され た こと か ら 、 森 林 ・ 林 業 ・ 山 村 対 策 の 抜本 的 強化 




















を は か る た め の 「 全 国 























以上 、 地 方 E 














き コ 
』 












































成 30 年 度 税 


























森林 環境 税 」 の 早期 導入 を 強く 求め る 。 


治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 








意見 書 を 提出 する 。 











市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








関 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 9 月 8 日 


【 提 
【 件 


ノ 
び 洪 


一 歩 を 踏み 出し まし た 。 


出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 
名 】 日 本 政府 が すみ や か に 核兵器 禁止 条約 に 著名 し 、 国 会 が 批 準 する こと を 求 


め る 意見 書 


止 条 約 を 交渉 する 国連 会 議 は 7 月 7 日 、 
122 カ国 の 導 成 で 採択 され 、 人 類 史 上 初め て 「 核 兵器 の な い 世 界 」 
議 兵 器 が 再び 使わ れ か ね な い 危 うい 状態 が 続い て いる 今 だ か ら こ 





、 核兵器 の 悲惨 さ を 知 る 唯 





























、 国 会 で の 批准 を 経て 条約 に 
































日 採択 され た 核 」 

















し 、 9 


に 











し か し 、 
せん で し た 。 


条文 第 1 条 は 、 核 
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1 喜 、 





取得 、 


連 憲 章 、 国 際 法 、 
「 核 兵器 使用 
し が た い 苦 難 と 損害 に 留意 し 」 と 、 広 
確 に 示し まし た 。 

この 会 議 に 、 唯 








国際 人 道 法 に て ら 
の 被害 者 (HIBAKUS 
島 と 





















































の 戦争 被爆 国 





























保有 、 





止 さ れ て いき 





ジム 
今 


1 日 本 政府 が すみ や か 





AS 還 
兵器 の 完全 廃絶 に 

こそ 、 核 兵器 a 
よっ て 国 及 び 関 係 機関 は 、 


ES 


" 
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た 道 
た 道 





を つく り ま し た 。 












































下記 の 事項 











に 核兵器 禁止 条約 ( 





2 衆議院 ・ 


以上 、 地 方 E 





参議 院 の 両院 で すみ や か に 核 














T 
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治 法 第 99 条 の 規定 














に つい て 月 























本 が 条約 締 
反り 組む よう 強く 要望 し ョ 





こよ り 、 意 


議長 、 内 閣 総理 大 臣 


核兵器 


日 本 政府 は 核保有 医 


兵器 の 法 的 禁止 の 内 容 を 定め 、 加 盟 国 
貯蔵 」 な どの 禁止 を 義務 づけ 、 さ ら に 「 使 用 、 





器 保有 国 や 核 の 傘 の も と に いる 
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外苑 ミコ 



























































こ 核 兵器 の 「 























使用 









































日 する 。 





の 国 の 政府 と し て 、 者 名 が 開示 され る 9 月 20 


E 式 に 参加 する こと を 強く 求め ます 。 





兵器 麻 # 


と 歩調 を 合わ せ 参 加 し ま 


開発 、 実 験 、 生 産 、 
感 跡 」 な ど が 禁 





の 


条約 を 国連 加盟 国 の 三 分 の 


へ の 歴史 的 














日 以降 いち 早 








兵器 禁止 条約 は 、 そ の 前 文 で 核兵器 の 非 人 道 性 を 厳し く 告 発 
し て 、 そ の 違法 性 を 明確 
HA) 及び 核 実験 の 被害 者 に 
長崎 の 被爆 者 に 言及 し 核 」 


に 述べ て いま す 。 さら 
こも た ら さ れ た 容認 
反 の 必要 司 








E を 明 














選 々 が 参加 する 余地 を つく り 、 村 


結 の 先頭 に 立つ べき で す 。 
ます 。 











市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








ー 関 市 
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議決 年 月 日 】 平成 29 年 9 月 8 日 
【 提 
【 件 


出 先 】 


果 


























ET — 


日 本 大 震 災 に 
負担 免除 が 


岩手 県 知事 


本 年 12 月 末 





5 








石 ゴ 


上 談 が 全体 の 3 





~~ 


宅 等 で 不 自 
設 暮 らし が 
自殺 は 42 人 、 仮設 
者 の 命 と 暮らし を 守る こと は 、 上 緊急 

















1 





す % 
東日本 ブ 








所 段 くく 




















この よう な 中 








つき まし て は 、 岩 手 県 
に つい て 実現 し て いた だ き 3 


県 は 、 れ $4 
い 。 





医科 大 学 が 治 岸 4 
OO 
、 暮 らし の 実態 に つい て 、 生 活 支 援 相談 員 ! 


硫 火 
由 な 4 














割 と 最も 多く 、 











主 宅 等 で の 孤 











で 、 窟 



































災 さ れ た 方 の 





店 














以上 、 地 方 E 











治 法 第 99 条 の 規 


に より 被 炎 さき され た 本 県 の 国 





























日 で 終了 
市 町 村 を 対象 に 平成 27 年 度 











か ら 6 年 を 迎え よう と する 2 月 
E 活 を 余儀 な くさ れ て いま す 。 被災 者 
長く な る と は 」「 も う 疲 れ た 」 な どの 切実 な 声 が 














独 死 





こ お か れ 





療 費 窓口 負 








来年 1 月 よ 


し ン ヽ 


























28 日 











民 健康 保険 と 後期 高齢 者 


名 】 被災 者 の 医療 費 窓口 負担 の 免除 継続 を 求め る 意見 書 





矢 











り 通 常 の 負担 











医療 に 関す る 相 記 が 約 2 制 を 


時 点 で 、 
の 皆さん か ら は 











は 48 人 、 








で 最大 の 課題 で す 。 





記 








担 の 免除 を 平成 30 年 1 


負担 が 発生 すれ ば 、 必 要 な 受診 が 妨げ られ る こと は 明らか で す 
E し て は 、 被 災 さ れ た 方 の 健康 保持 の た め 、 下 記 の 項 
E す よう 要望 いた し ます 。 























療 制度 の 方 の 
が 発生 し ます 。 
に 実施 し た 調査 に 
男性 で 13.2%、 女性 で 14. 6% と な っ て いま す 
に 寄せ られ た 相談 内 容 は 


次 いで 、 健 康 、 保 険 








了 























より ます と 、 














日 常 生 











13, 283 人 の 方 が 応急 仮設 住 
xs 生き かこ 
出 て いま す 。 既に 、 震 災 関連 の 


この 1 年 間 で も 10 人 を 超え て いま す 。 被災 


ん な ( 

















に 仮 


O 
































| 以降 も 継続 し て くだ さき 











市 町 村 議 


レー 
< 


意見 書 の 内 容 








ー 関 市 





【 議 決 年 月 日 
【 提 出 先 
【 件 





た ヽ 。 ヽ 
鮭 民 i i 








】 平成 29 年 9 月 8 日 
】 衆議院 完 議 長 ‘ 


ミミ 半 Kc 記 = 茎 
参 ョ ェ 租 Cg 表 


、 内 閣 総理 大 臣 


に 実効 ある 対応 を 求め る 意見 書 








義人 








を 発射 し た 。 
これ は 
我が国 

で あり 、 

この た め 























度 














これ に 先立ち 、8 月 29 日 


、 い ずれ も 、 

の 上 空 を 通過 する 弾道 
深刻 か つ 重 大 な 脅威 で あり 、 断 
、 国 に お いて は 、 国 連 に 

















民 共 和 国 は 、 国 連 決 議 
に は 、 未 通告 の な か 、 北海 





に 反し 、9 月 3 



































E 決 3 


玉 | 周 










































































制裁 を 厳格 


に 履行 する こと を 関係 


議 に 違反 する こと は 
ミサ イル は 、 今 回 で 5 度 
抗議 する 。 
現在 の 石炭 な どの 輸出 の 全面 禁止 な どの 経済 








名 】 朝鮮 民 主 主義 人 民 共和 国 の 国連 決議 に 反する 核 実験 及び 弾道 ミサ イル 発射 




















、 明 確 で ある 。 

















画 、 








お いて 、 








型 に 求め られ た い 。 




















さら に 石 # 


な どの 経済 制裁 を 強 1 











る 必要 が ある 。 





(まで 
られ た 。 
J アラ ー ト 


今回 





各々 の 地域 1 
針 を 提 








以上 、 地 方 用 


加え て 、 有 


生 を 考慮 し た 通知 方 法 
示さ れ た い 。 








の ミサ イル 発射 は 


事 を 招 か な いよ う 最 大 限 の 外交 努 





力 を 強力 

















で 、 伝 えら れ て いる 内 容 は 
当 市 の よう な 農村 地域 に お いて は 、 














実態 





に 、 様 々 





の 提示 と と も 









































治 法 第 99 条 の 規定 に 


に 推 





より 、]j 























な な ケース 


























で あり 、 岩 3 




















し す る な ど 、 発 射 さ せな いた め の 実 効 あ る 対応 を 強化 す 


進 す る こと を 要請 する 。 
全国 瞬時 警報 シス テム (」 ア ラー ト ) で 12 の 道 県 に 伝え 





『 頑 丈 な 建物 や 地下 に 人 遊 難 上 』 と する 内 容 で あり 、 
に 合わ な い 内 容 で あり 、 万 が 一 の 対応 に つい て も 、 
に 即 し た 具体 的 な 対応 方 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








ー 関 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 9 月 8 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 
【 件 名 】 介 護 保険 制度 拡充 を 求め る 意見 書 

















厚生 労働 省 の 社会 保障 審議 会 介護 給付 費 分 科 会 は 、 来 年 度 以降 の 介護 報酬 改定 に 向け た 
議論 を 進め て いま す 。 3 年 前 の 2015 年 度 で も 介護 報酬 の 改定 (引き 下げ ) が 行わ れ 、 翌 年 
に は 介護 事業 の 倒産 が 過去 最高 に な り 、 介 護 職 員 の 労働 条件 が 悪化 し 、 今 で も 介護 職員 の 
採用 が 困難 に な っ て いま す 。 その 時 も 政府 は 、 処 遇 改 善 加 算 で 引き 下げ を 小さ く 見せ よう 
と し まし た が 、 加 算 を 除く 報酬 全体 で は 実質 4.8% も 下げ られ 、 経 営 も 介護 職員 も 長期 に 
渡り 困難 を 強い られ て きま し た 。 当時 施設 に アン ケー ト を 取っ た ら 特 別 養護 考 人 ホー ム の 
7 割 が 前 年 度 比 で 減収 に な っ た と 回 答 し て いま し た 。 特別 養護 老人 ホー ム の 待機 者 を 解消 
する た め 、 行 政 も 法人 も 資金 を 失 出 し て も 人 材 が 確保 で きず 、 施 設 建設 を 断念 し た り 延 期 
を 余儀 な くさ れ た 例 は 少な く あ り ま せん 。 

そもそも 介護 職員 の 給料 は 、 厚 生 労 働 省 の 昨年 度 の 調査 で も 、 平 均 賃 金 は 全 産業 の 約 10 
万 円 低い 状況 で あり 、 さ ら な る 格差 を も た ら す 報酬 引き 下げ は 介護 難民 ・ 介 護 離 職 を 増大 
させ る こと と な り 、 社 会 の 安定 、 青年 も 含め 未来 を 明る く 考 える こと は で き な く な り ま す 。 
また 地域 経済 や まち づく り 計 画 に も 大 き な 困 難 を も た ら す こと は 避け られ ませ ん 。 

高齢 者 の 人 数 が ピー ク を 迎え る 2020 年 を 前 後 し て 、 高齢 者 の 介護 ・ 生 活 間 題 は ます ます 
深刻 さき を 増す こと は 明らか で あり 、 介 護 保険 法 が 述べ て いる よう に 、 介 護 を 必要 と され る 
人 が 「 尊 厳 を 保持 」 し 、「 有 する 能力 に 応じ 自立 し た 日 常 生活 を 営む こと が で きる 」 よ う 国 
が 責任 を 果たす べき で あり 、 下 記事 項 の 実現 を 強く 求め ます 。 

記 
1 介護 サー ビス 利用 者 ・ 介 護 事 業者 及び 市 町 村 が 安心 で きる よう 介護 報酬 を 引き 上 げ る 
こと 。 






















































































































































































































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 する 。 
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意見 書 の 内 容 











【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 9 月 27 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 財務 大 臣 、 総 務 
大 臣 

【 件 名 】 教 職員 定数 の 改善 及び 義務 教育 費 国庫 負担 制度 拡充 に 係る 意見 書 




















学校 現場 に お ける 課題 が 複雑 化 ・ 困 難 化す る 中 で 子ども た ちの ゆたか な 学び を 実現 する 
た め に は 、 教材 研究 や 授業 準備 の 時 間 を 十分 に 確保 する こと が 不可 欠 で す 。 そ の た め に は 
教職 員 定 数 改善 な どの 施策 が 最 重 要 課題 と な っ て いま す 。 公益 財団 法人 連合 総合 生活 開発 
研究 所 発行 の 『 日 本 に お ける 教職 員 の 働き 方 ・ 労 働 時 間 の 実態 に 関す る 研究 委員 会 報告 書 』 
か ら は 、7 < て 8 割 の 教員 の 1 か 月 の 時 間 外 労働 が 80 時 間 (過労 死 ラ イン 相当 ) と な っ て 
いる こと は 明らか で す 。 明 日 の 日 本 を 担う 子ども た ち を 育む 学校 現場 に お いて 、 教職 員 が 
人 人間らしい 働き 方 が で きる た め の 長 時 間 労 働 是正 が 必要 で あり 、 そ の た め の 教 職員 定数 改 
善 は 欠か せま せん 。 

義務 教育 費 国 庫 負 担 制度 に つい て は 、 「 三 位 一 体 改 革 」 の 中 で 国庫 負担 率 が 2 分 の 1 
か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ まし た 。 い くつ か の 自治 体 に お いて は 、 厳 し い 財政 状況 の 中 、 
独自 財源 に よる 定数 措置 が 行わ れ て いま す が 、 地方 自治 体 の 財政 を 圧迫 し て いま す 。 国 の 
施策 と し て 財源 保障 を し 、 子 ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で いて も 、 一 定 水準 の 教育 を 受け 
られ る こと が 憲法 上 の 要請 で す 。 ゆたか な 子ども の 学び を 保障 する た め の 条 件 整備 は 不可 
欠 で す 。 

よっ て 、 国会 及び 政府 に お か れ て は 、 地 方 教育 行政 の 実情 を 十分 に 認識 され 、 地 方 自治 
体 が 計画 的 に 教育 行政 を 進め る こと が で きる よう に する た め に 、 下 記 の 措置 を 講じ られ る 
よう 強く 要請 し ます 。 


[て 

























































































IS 



































































































































































































































































































































記 
1 . 計画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 
2. 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義務 教育 費 国庫 負担 制度 の 負担 割合 
を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 



















































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 いた し ます 。 
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意見 書 の 内 容 











【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 9 月 27 日 
【 提 出 先 】 岩手 県 知事 、 岩 手 県 副 知事 、 岩 手 県 保健 福祉 部 長 、 岩 手 県 総務 部 長 
【 件 名 】 岩手 県 の 医療 費 助成 制度 に つい て 更 な る 拡充 を 求め る 意見 書 























県 は 医療 費 助 成 制 度 の 給付 方 法 に つい て 、 就 学 NN 
月 より 現物 給付 を 導入 し まし た が 、 その 他 の 助成 制度 対象 者 は 償 選 払い の まま で す 。 更 【 
は 、3 歳 以上 の 子ども は 一 部 自己 負担 が あり 、 病気 に な っ た 時 ( 0 いし て 医療 機関 を 受診 
で きる と は いえ ませ ん 。 全て の 子ども た ちの 健康 を 守る た め に も 、 速やか に 中 学校 卒業 3 
で 、 通院 分 を 含め 子ども の 医療 費 を 「 現 物 給付 方 式 」 と する と と も に 、 一 部 自己 負担 金 を 
廃止 する こと が 喫緊 の 課題 と 考え ます 。 
多く の 県 民 は 、 上 記 の よう に 速やか な 中 学校 卒業 まで の 通院 を 含め た 拡充 、 そ し て 中 学 
校 卒 業 ま で の 子ども の 医療 費 助 成 制 度 を 現物 給付 方 式 と し 、 一 部 自己 負担 金 を 廃止 する こ 
と を 求め て いま す 。 

以上 の 点 か ら 、 県 に お か れ ま し て は 、 県 民 の 健康 増進 及び 傷病 の 早期 発見 ・ 早 期 治療 に 
よる 重症 化 防 止 の た め 、 次 の 項目 に つい て 早期 に 実現 され る よう 求め ます 。 
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県 は 医療 費 助 成 制 度 の 給付 方 法 に つい て 全て 現物 給付 と し て くだ さい 。 
2. 中 学卒 業 ま で の 子ども の 医療 費 の 自己 負担 を 無償 と し て くだ さい 。 



























































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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意見 書 の 内 容 






































、 述 兵器 の 悲惨 さ を 知 る 只 























調印 3 民 会 で の 批 ? 





















































国連 憲章 、 国 際 法 、 国 際 人 道 法 























は 












































【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 9 27 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 議長 、 内 閣 総 理大 臣 
【 件 名 】 anion ne on し 、 国 会 が 批准 する こと を 
求め る 意見 書 
核兵器 禁止 条約 を 交渉 する 国連 会 議 は 7 月 7 日 、 核 兵器 禁止 条約 を 国連 加盟 国 の 三 分 の 
二 に あたる 1 2 2 カ国 の 賛成 で 採択 され 、 人 類 史 上 初め て 「 核 兵器 の な い 世 界 」 へ の 歴 更 
的 一 歩 を 踏み 出し た 。 核 兵器 が 再び 使わ れ か ね な い 危 うい 状態 が 続い て いる 今 だ か ら こ 





政府 と し て 、 署 名 が 開示 され る 9 月 20 和 日 以降 いち 
条約 が 正式 に 発効 する こと を 強く 求め る 。 








7 月 7 日 採択 され た 核兵器 禁止 条約 は 、 そ の 前 文 で 核兵器 の 非 人 道 性 を 厳し く 告発 し 
に て らし て 、 そ の 違法 性 を 明確 に 述べ て いる 。 きら に 「 村 





























器 使 用 の 被害 者 (HIBAKUSHA) 及び 核 実験 の 被害 者 に も た ら さ れ た 容認 し が た い 苦 難 と 























害 に 留意 し 」 と 、 広 島 と 長崎 の 被爆 者 に 言及 し 核兵器 廃絶 の 必要 性 を 明確 に し た 。 


























し か し 、 こ の 会 議 に 


か っ た 。 こ の こと を 全国 の 広 
a 


条文 第 1 条 で は 、 核 j 


産 、 製 造 、 取 得 、 保 有 、 
が 禁止 され て いる 。 

また 第 4 条 で は 、 核 兵 
の 完全 廃絶 ( 







































































の 戦争 被爆 国 の 日 本 政府 は 核保有 国 と 歩調 を 合わ せ 参 加 し な 
・ 長 崎 の 被爆 者 は 、 恥 ず か し く 、 悲 し く 、 把 り を も っ て 迎 























の 法 的 禁止 の 内 容 を 定め 、 加盟 国 に 核兵器 の 「 開 発 、 実 験 、 生 
貯蔵 」 な どの 禁止 を 義務 づけ 、 さ ら に 「 使 用 、 使 用 の 威 跡 」 な ど 











民 や 核 の 傘 の も と に いる 国々 が 参加 する 余地 を つく り 、 核 兵器 
こ 向 けた 枠組 み が 明 確 に され 、 核 保有 国 が 条約 に 参加 する 道 を つく っ た 。 





























いま こそ 、 核 兵器 の 悲惨 な 体験 を 持っ た 日 本 が 条約 締結 の 先頭 に 立つ べき だ 。 





よっ て 国 及 び 関 係 機関 は 、 次 の 事 


1. 日 本 政府 が すみ や か に 核兵器 禁 














上 記 の と お り 、 地 方 


2. 衆議院 ・ 参 議院 の 両院 で すみ や か に 核 兵 # 
































『 項 に つい て 取り 組む よう 強く 要望 する 。 











禁止 条約 を 批准 する こと 。 














法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 














市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








八幡 平 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 9 月 8 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 岩 手 
県 知事 

【 件 名 】 私 学 助成 の 充実 を 求め る 意見 書 








私 立 学校 は 、 公 教育 の 一 翼 を 担い 、 学 校 教育 の 充実 、 発 展 に 寄与 し て いる 。 

現在 、 私立 学校 の 経営 基盤 は 、 厳し い 環 境 に お か れ て お り 、 保護 者 の 学費 負担 は 家計 を 
大 きく 圧迫 し て いる 。 ま た 、 生徒 一 人 当たり に 支出 され る 教育 費 が 公立 学校 と 比べ て 低い 
こと が 、 私 学 の 教育 諸 条 件 が 改善 され な い 大 き な 要 因 に な っ て いる 。 

こう し た 状況 の 中 で 、 教育 条件 の 維持 、 向上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と も 
に 、 私 立 学校 の 経営 の 健全 化 に 資す る た め 、 運営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 充実 



































































































































が 求め られ て いる 。 
よっ て 、 この よう な 実情 を 勘案 し 、 私 学 助成 に つい て 特段 の 配慮 を され る よう 下記 事項 
を 要望 する 。 








過疎 地域 の 私 立 高 校 に 対す る 特別 助成 の 増額 を 含め 、 私 学 助成 を さら に 充実 する こと 。 

















以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








奥 


州 市 





【 議 決 年 月 日 
【 提 出 先 
【 件 


本 年 7 月 7 
連 加 盟 国 の 三 分 





】 平成 29 年 9 月 27 日 
】 衆 議院 議長 


め る 意見 書 














Le 】 0 


分 の 








的 一 歩 を 踏み 








上 軸 し まし た 。 





し か し 、 














と 歩調 を 合わ 


条約 前 文 で は 
らし て 、 そ の 違法 性 が 明確 


及び 核 実験 の 
第 1 条 で は 、 





IT 





止 さ れ て いま 
まだ 
器 の 完全 廃絶 に 





























の 国 
晶 く 




















1 日 本 政府 





第 4 条 で は 、 核兵器 





せ 参 加 し ませ ん で し た 。 


























被害 者 に 言 














す 。 




















の 政府 と し て 、 すみ や か に 調印 し 、 国 


求め ます 。 








が すみ や か に 核 





2 上 衆議院 ・ 


























以上 、 地 方 E 


治 法 第 99 条 の 規定 【 





この 会 議 に 


、 核 兵器 の 非 人 道 性 を 厳し く 告 発 
E に 述べ られ て い 
し て いま す 。 

核兵器 の 法 的 禁止 の 内 容 を 定め 、 加 盟 
製造 、 取 得 、 保 有 、 貯 蔵 」 な どの 禁止 を 義務 づけ 、 さ ら に 「 使 


や 核 の 傘 の も と に 


兵器 禁止 条 





ロロ 


長 、 参議 議院 議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 外務 大 臣 
名 】 日 本 政府 が すみ や か に 核兵器 禁止 条約 に 署名 し 、 国会 が 批准 する こと を 求 














氏 器 禁止 条約 の 国連 会 議 」 で 、 人 類 
に あたる 122 カ国 の 碑 成 で 採択 され 、 





E 上 初め て 核兵器 禁止 条約 が 


トー 


[核兵器 の な い 








世界 」 へ の 歴史 























し 、 国 : 





Im 





ます 。 さら に 


、 唯一 の 戦 


被爆 














の 




















意 草 、 国 際 法 、 


















































記 


こよ り 意 見 書 を 提 





出し 


た 


約 に 署名 する こと 。 
参議 院 の 両院 で すみ や か に Ef 





Qr( 





私 に 核兵器 の 「 開 発 、 























"A 


す 。 


の 


用 、 使 











日 本 政府 は 核保有 国 


























国際 人 道 法 に て 








茅 兵器 使用 の 被害 者 (HTBAKUSHA) 











実験 、 生 産 、 
用 の 威 蹴 」 な ど が 禁 








‘る 国々 が 参加 する 余地 を つく り 、 核 兵 
向け た 枠組 み が 明 確 に され 、 核 保有 国 が 条約 に 参加 する 道 を つく っ て いま 





* 再 び 使わ れ か ね な い 危 うい 状態 が 続い て いる 今 だ か ら こ そ 、 核 兵器 の 悲惨 さ を 
会 で の 批准 を 経て 条約 が 正式 に 発効 す 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








奥 州 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 9 月 27 日 
【 提 出 先 】 岩 手 県 知事 
【 件 名 】 岩手 県 の 医療 費 助 成 制 度 に つい て 更 な る 拡充 を 求め る 意見 書 














岩手 県 は 医療 費 助 成 制度 の 給付 方 法 に つい て 、 就 学 前 児童 及び 妊産婦 に つい て は 2016 
年 8 月 より 現物 給付 を 導入 し まし た が 、 そ の 他 の 助成 制度 対象 者 は 償還 払い の まま で す 。 
さら に は 、3 歳 以上 の 子ども は 一 部 自己 負担 が あり 、 病気 に な っ た 時 に 安心 し て 医療 機関 
を 受診 で きる と は 言え ませ ん 。 全て の 子ども た ちの 健康 を 守る た め に も ゃ も 、 速やか に 中 学校 
卒業 まで 、 通院 分 を 含め 子ども の 医療 費 を 「 現 物 給 付 方 式 」 と する と と も に 、 一 部 自己 負 
金 を 廃止 する こと が 喫緊 の 課題 と 考え ます 。 
多く の 県 民 は 、 上 記 の よう に 速やか な 中 学校 卒業 まで の 通院 を 含め た 拡充 、 そ し て 中 学 
六 卒 業 ま で の 子ども の 医療 費 助成 制度 を 現物 給付 方 式 と し 、 一 部 自己 負担 金 を 廃止 する こ 
と を 求め て いま す 。 

以上 の 点 か ら 、 岩手 県 に お か れ ま し て は 、 県 民 の 健康 増進 及び 傷病 の 早期 発見 ・ 早 期 治 
療 に よる 重症 化 防 止 の た め 、 次 の 項目 に つい て 早期 に 実現 され る こと を 求め ます 。 

記 

1 県 は 医療 費 助 成 制 度 の 給付 方 法 に つい て 全て 現物 給付 と する こと 。 

2 中 学校 卒業 まで の 子ども の 医療 費 の 自己 負担 を 無償 と する こと 。 








































































































+ 








a 
上 


































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








奥 州 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 9 月 27 日 
【 提 出 先 】 岩 手 県 知事 
【 件 名 】 被災 者 の 医療 費 ・ 介 護 保険 料 な どの 免除 措置 の 継続 を 求め る 意見 書 




















東日本 大 震 災 津波 か ら 6 年 6 か 月 が 経過 し まし た 。 し か し 、 本 年 5 月 31 日 現在 で 、 応急 
仮設 住宅 に は 4, 274 戸 、8, 833 人 、 民 間 賃 貸 な どの みな し 仮設 住宅 を 含め る と 5, 217 戸 、 
11, 080 人 が 、 い まだ に 避難 生活 を 余儀 な くさ れ て いま す 。 

災害 公営 住宅 は 、 県 と 市 町 村 の 整備 計画 5, 964 戸 (沿岸 ・ 内 陸 を 含む 。) の うち 約 8 割 が 
完成 し て いま す が 、 全て 完成 する の は 平成 30 年 と 見 込ま れ て お り 、 まだ まだ 時 間 を 要 し ま 
す 。 また 、 被 災 者 生活 再建 支援 金 の 基礎 支援 金 に 対す る 加算 支援 金 の 支給 割合 は 53.0% (5 
月 31 日 現在 ) で 、 自 力 再 建 を 目指 し て いる 世帯 は 3, 534 世帯 (1 月 31 日 現在 ) と な っ て 


いま す 。 土地 区 画 整 備 事 業 な ど 宅 地 供給 も 平成 30 年 度 ま で か か る 地域 も あり 、 復興 は まさ 

























































































































































































一 方 、 自 宅 を 確保 し た 世帯 に お いて も 、 炎 害 公 営 住宅 の 家賃 や 共益 費 、 自 立 再 建 に よる 
住宅 ロー ン 返 済 な ど 、 新 た な 負担 が 重く の し か か っ て いま す 。 
また 、 岩 手 県 こ 和香 
の 相談 ・ 受 診 件 数 は 年 々 増加 傾向 に あり 、 時 間 の 経過 と と も に スト レス の 蓄積 な ど 精 神 的 
DO 被災 者 の 心 と 体 の 健康 を 維持 する た め に は 、 地 域 
で の 支え 合い と と も に 、 医 療 ・ 介 護 ・ 福 祉 の 適切 な サー ビス が 必要 で す 。 

よっ て 、 被 災 者 が 今後 も 、 安心 し て 生活 再建 が で き 、 ひ いて は 震 災 復興 に つなが る よ う 、 
次 の 事項 を 強く 求め ます 。 
















































































































































































記 
ま 保険 料 の 免除 措置 に つい て 、 国 の 責任 で 実施 する よう 国 に 求め 




















1 被災 者 の 医療 費 、 
の やど 

2 岩手 県 と し て 、 市 町 村 と 協力 の 上 、 現 在 行っ て いる 彼 災 者 の 国民 健康 保険 、 後 期 高齢 
者 医療 の 医療 費 の 窓口 負担 、 介 護 保険 利用 料 と 障がい 者 福祉 サー ビス の 一 部 負担 金 の 免 
除 措置 を 2018 年 1 月 1 日 以降 も 継続 する こと 。 


ヽ 











































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し 





Qr[ 
TT 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








葛巻 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 
【 提 出 先 】 衆 議 
大 臣 


29 年 9 月 8 日 
院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 農 林 水 産 
、 環 境 大 臣 、 経 済 産業 大 臣 


【 件 名 】「 全 国 森 林 環 境 税 」 の 創設 に 関す る 意見 書 





我が国 の 地球 温暖 
削減 目標 が 国際 的 に 
推進 が 不可 欠 と な っ 
し か し な が ら 、 森 
業 従事 者 の 高齢 化 ・ 
町 村 が だ 、 森 林 吸 収 泊 
安定 的 な 財源 が 大 幅 
この よう な 中 、 政 
と な っ て 実施 する 森 
用 を 含め 都市 ・ 地 方 
称 ) の 創設 に 向け て 
合 的 に 検討 し 、 平 成 
る 。 

も と より 、 山 村 地 
どの 取組 み は 、 地 球 






















































































化 対策 に つい て は 、 2 0 2 0 年 度 及び 2 0 2 0 年 以降 の 温室 効果 ガス 
約束 され て いる が 、 そ の 達成 の た め に は 、 と り わ け 森 林 吸 収 源 対策 の 
て いる 。 
林 が 多く 所 在 す る 山村 地域 の 市 町 村 に お いて は 、 木 材 価格 の 低迷 林 
後継 者 不足 に 加え 、 急 速 な 人 口 減少 な ど 、 厳 し い 情勢 に ある ほか 、 市 
























































対策 及び 担い 手 の 育 成 等 山村 対策 に 主体 的 に 取り 組む た め の 恒 久 的 ・ 











に 不足 し て いる 。 

府 ・ 与 党 は 、「 平 成 2 9 年 度 税制 改正 大 綱 」 に お いて 、「 市 町 村 が 主体 
林 整 備 等 に 必要 な 財源 に 充て る た め 、 個 人 住民 税 均 等 割 の 枠組 み の 活 
を 通じ て 国民 に 等 し く 負 担 を 求め る こと を 基本 と する 森林 環境 税 ( 仮 
、 地 方 公共 団体 の 意見 も 踏ま ほえ ながら 、 具 体 的 な 仕組 み 等 に つい て 総 
3 0 年 度 税制 改正 に お いて 結論 を 得る 」 と の 方 針 を し た と ころ で あ 

















! 



















































































域 の 市 町 村 に よる 森林 吸収 源 対策 の 推進 や 安定 し た 雇用 の 場 の 確保 な 
温暖 化 防 止 の みな ら ず 、 国 土 の 保 全 や 地方 創 生 等 に も つなが る も の で 

































































あり 、 そ の た め の 市 
よっ て 、 下 記 の 制 








平成 2 9 年 度 税制 
な 財源 に 充て る た め 
等 し く 負担 を 求め る 
税制 改正 に お いて 結 


















































村 の 財源 の 強化 は 喫緊 の 課題 で ある 。 
度 創設 に つい て 実現 を 強く 求め る も の で ある 。 

記 
改正 大 綱 に お いて 、「 市 町 村 が 主体 と な っ て 実施 する 森林 整備 等 に 必要 
、 個 人 住民 税 均等 割 の 枠組 み の 活用 を 含め 都市 ・ 地 方 を 通じ て 国民 に 
こと を 基本 と する 森林 環境 税 (仮称 ) の 創設 」 に 関し 、「 平 成 3 0 年度 
論 を 得る 」 と 明記 され た こと か ら 、 森 林 ・ 林 業 ・ 山 村 対策 の 抜本 的 強 

























































































化 を 図る た め の 「 全 

















国 森 林 環 境 税 」 の 早期 導入 を 強く 求め る 。 








以上 、 地 方 自治 法 

















第 9 9 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








は 


手 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 9 月 14 日 
【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 厚 生 労働 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 総 務 大 臣 
名 】 安全 ・ 安 心 の 医療 ・ 介 護 実現 と 夜勤 交替 制 労 働 の 改善 を 求め る 意見 書 


【 件 











に 加え 、 


いま す 。 




















革 
者 の 懸命 
医療 技術 の 進歩 や 
ど で 、 医療 ・ 全 





























串 





帥 、 











日 本 ブ 








寿 世界 一 を 誇る 日 本 の 医 


な 努力 で 支え られ て き ヨ 





E し た 。 し か 








矢 








r[ 


療 は 、 今 日 まで 医師 ・ 看 護 上 














hp を は じ め と する 多く の 医 


























し 、 現在 の 





医療 ・ 介 護 現場 で は 長 時 間 














療 安全 へ の 期待 の 高まり 、 介 

















事 者 の 労働 環境 は 悪化 し 菩 








で は 、「 医 療 崩壊 」「 介 
























































ul ul | 
| Ul 河 
































ll 














師 な ど 夜 勤 交替 制 労 








月 壊 」 の 実情 が 改め て 明らか に な り 、 そ の 
職員 な ど 医 療 ・ 福 祉 労働 者 の 人 手 不足 も 浮き 彫り に な り 














動 者 の 労 人 





条 人 





安心 の 医療 ・ 介 護 を 実現 する こと が 必要 で す 。 
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以上 の 趣旨 か ら 、 安全 ・ 安 心 
を 講じ られ る よう 、 ト 下記 の 事項 


1 、 医 師 ・ 



































と 。 
① 1 


の 制限 な ど 労 












































ま を 必要 と する 高齢 者 の 】 
E 職 者 も 後 を 絶た ず 、 深刻 な 人 ヨ 


























E を 抜本 的 に 改善 し 、 人 手 を 大 幅 に } 




















医療 ・ 介 護 実 現 と 夜勤 交 





























私 に 要望 し ます 。 








医療 技 





日 8 時 間 を 基本 に 、 
動 環 境 改 





② 夜 勤 交替 制 労 


2 、 安 全 ・ 











以上 、 地 方 自 
























































当 
婦 
=] 


必 の た め の 





『 職 ・ 介 護 職 な どの 夜勤 交替 制 う 



































































































































・ 医 療 技術 職 ・ 介 護 を 、 増 




















自己 負担 を 減ら すこ と 。 





治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 


で 医師 、 





や し て 、 安全 ・ 


助 の 改善 を 図る た め の 対 策 


労働 時 間 の 上 限 規制 や 勤務 間 の イン ター バル 確保 、 夜 勤 回 数 
眼 制 を 設け る こと 

動 者 の 労働 時 間 を 短縮 する こと 
③ 介 護 施 設 な ど に お ける 1 人 夜勤 を 早期 に 解消 
医療 ・ 介 護 を 実現 する た め 、 医 師 ・ 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
岩 手 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 9 月 14 日 





【 提 


大 臣 、 環 境 大 臣 、 
名 】「 全 国 森 林 環 境 税 」 の 創設 に 関す る 意見 書 


【 件 


我が国 の 地球 温暖 化 対 策 に つい て は 、2020 年 度 及 び 2020 年 以降 の 温室 効果 ガス 削減 
標 が 国際 的 に 約束 され て いる が 、 そ の 達成 の た め に は 、 
不可 欠 と な っ て いる 。 

















出 先 】 衆議院 議長 、 


参議 院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 
経済 産業 大 臣 











総務 大 臣 、 農 林 水 産 











と り わ け 森 林 吸 収 












































対策 の 推進 が 


し か し な が ら 、 森 林 が 多く 所 在 する 山村 地域 の 市 町 村 に お いて は 、 木 材 価格 の 低迷 や 林 





業 従事 者 の 高齢 化 ・ 後 継 者 不足 に 加え 、 急 速 な 人 











この よう な 中 、 
































町 村 が 、 森 林 吸 収 
安定 的 な 財源 が 大 幅 に 不足 し て いる 。 
政府 ・ 与 党 は 、『 平 成 29 年 度 税制 改正 大 綱 』 に お いて 、 
な っ て 実施 する 森林 整備 等 に 必要 な 財源 に 充て る た め 、 個 人 住 
を 含め 都市 ・ 地 方 を 通じ て 
の 創設 に 向け て 、 
に 検討 し 、 平 成 30 年 度 税制 

も と より 、 山 村 地 域 の 市 町 村 に よる 森林 吸収 
どの 取組 み は 、 地 球 温暖 化 防 止 の みな ら ず 、 国 土 の 保 全 や 地方 蟹 生 等 に 
あり 、 そ の た め の 市 






























































上 民 ( に 等 し 
地方 公共 団体 の 意見 も 踏ま ほそ な が ら 、 具 体 品 
改正 に お いて 結論 を 得る 」 と 



















































































減少 な ど 、 茂 し い 情勢 に ある ほか 、 市 
対策 及び 担い 手 の 育 成 等 山村 対策 に 主体 的 に 取り 組む た め の 恒 久 的 ・ 


「 市 町 村 が 主体 と 








民 税 均等 割 の 枠組 み の 活 用 
く 負 担 を 求め る こと を 基本 と する 森林 環境 税 (仮称 ) 
な 仕組 み 等 に つい て 総合 的 
の 方 針 を 示し た と ころ で ある 。 




















対策 の 推進 や 安定 し た 

















雇用 の 場 の 確保 な 







































































村 の 財源 の 強化 は 喫緊 の 課題 で ある 。 





よっ て 、 下 記 の 制度 創設 に つい て 実現 を 強く 求め る も の で ある 。 





な 財源 に 充て る た め 、 個 人 信 








等 し く 負 担 を 求め る こと を 基本 と する 森林 環境 税 (仮称 ) の 創設 」 に 関 
税制 改正 に お いて 結論 を 得る 」 と 明記 され た こと か ら 、 森 林 ・ 林 業 ・IH 























記 














平成 29 年 度 税制 改正 大 綱 に お いて 、「 市 町 村 が 主体 と な っ て 実施 する 森林 整備 等 に 必要 
E 民 税 均等 割 の 枠組 み の 活 用 を 含め 都市 ・ 地 方 を 通じ て 国民 ( 



























































化 を は か る た め の 「 全 国 森林 環境 税 」 早期 導入 を 強く 求め る 。 




















以上 、 地 方 E 











治 法 第 99 





条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 








も つなが る も の で 


























し 、「 平 成 30 年 度 











[ 村 対 策 の 抜本 的 強 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








金ケ崎 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 9 月 25 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 国 土 交 通 大 臣 
【 件 名 】 道路 整備 に 係る 補助 率 の か さ 上 げ 措 置 等 の 継続 を 求め る 意見 書 















































道路 は 、 国 民 の 生活 や や 経済 活動 を 支え る 重要 な 基盤 で ある 。 
また 、 災 害 か ら の 復旧 ・ 復 興 に 大 きぐ 寄与 する 社会 資本 で も ある 。 

現在 、 国 に お いて は 「 道 路 整 備 事業 に 係る 国 の 財政 上 の 特別 措置 に 関す る 法律 」 (以下 、 
「 財 特 法 」 と いう 。) に 基づき 、 高 規格 幹線 道路 や 地域 高 規格 道路 の 補助 率 の か さ 上 げ 等 を 
行い 、 道 路 整 備 に 対し て 特別 な 措置 が な され て いる が 、 こ の 措置 は 平成 2 9 年 度 ま で の 時 
限 措置 と な っ て いる 。 
平成 3 0 年 度 以降 この 措置 が 廃止 され 、 補 助 率 等 が 実質 的 に 低減 する こと に な れ ば 地方 
の 生活 経済 活動 に 水 を 差す こと に な る ば か りか 、 災 害 復興 に 取り 組ん で いる 地域 の 活力 気 
力 を 低下 させ る 恐れ が ある 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 地 域 経済 の 発展 や 社会 生活 の 向上 を 持続 的 に 推進 する た め 、 
期 的 か つ 安 定 的 な 道路 関係 予算 を 確保 する と と も に 財 特 法 の 補助 率 か さ 上 げ 措 置 等 を 継 紀 
され る よう 、 強 く 要 望 す る 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








金ケ崎 町 





【 議 決 年 月 日 
【 提 出 先 
【 件 名 


】 平成 29 年 9 月 25 日 
】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 外 務 大 臣 、 内 閣 官房 長官 
】 日 本 政府 は 国連 が 採択 し た 核兵器 禁止 条約 を 批准 する こと を 求め る 意見 書 

















7 月 7 日 、 核 兵器 を 法 的 に 禁止 する 核兵器 禁止 条約 が 国連 本 部 で 開か れ て いた 条約 交渉 





会 議 で 加盟 1 























9 3 カ国 中 1 2 2 カ国 の 在 成 で 採択 され た 。 広島 と 長崎 へ の 原爆 投下 か ら 7 











2 年 を 経て 「『 ヒ バク シャ 』J』 に も た ら さ れ た 苦痛 」 と の 一 節 を 前 文 に 入れ 、 人 道 的 見 地 か ら 





核兵器 の 存在 








を 全面 的 に 否定 する 条約 が 誕生 し た 。 












































条約 は 核兵器 の 使用 、 開 発 、 実験 、 製 造 、 取 得 、 保 有 、 貯 蔵 、 移転 、「 核 兵器 使用 の 威 蹴 」 
な ど 幅 広く 禁止 し て いる 。 ま た 、 核 兵器 の 使用 や 実験 の 影響 を 受け た 人 々 に 、 医 療 な どの 

















援助 を 提供 す 


が 条約 採択 に 結び つい た の で ある 。 





9 月 20 日 








し て 、 述 保有 


経て 発効 する 。 条 約 が 発効 すれ ば 述 兵 器 は 国際 的 に 「 違 法 兵 器 」 と な る 。 批准 し た 国 に 対 
































る こと も うた っ て いる 。 広島 、 長 崎 の 被ばく 者 に よる 長年 の 「 核 廃絶 運動 」 









































か ら 各 国 の 署名 手続 き が 始ま る 。 批 准 国 数 が 5 0 カ国 に 達し た 後 、 9 0 日 を 
























































和 到 が 「 述 兵器 の 使用 、 使 用 の 威 跡 」 を すれ ば 、 国 際 的 に 違法 行為 と な る 。 























本 町 は 平成 





和 実 現 を 推進 する も の と し 、「 平 和 国 際 交 流 の 町 」 で ある こと を 宣言 し て いる 。 


こう し た 本 























8 年 1 1 月 1 1 日 に 、 諸 外国 と の 国際 交流 を 通じ て 、 述 兵器 の 廃絶 と 真 の 平 













































































iii 





呆 の 「 町 是 」 と も いう べき 宣言 を 受け 、 今 年 の 6 月 定例 議会 で 、「 国 際 連 合 で 




















me 
開始 され た 核 兵 問 禁 止 条 約 交渉 に 日 本 政府 が 反対 し 、 不 参加 を 決め た こと は 極め て 遺 憎 で 





ある 。 日 本 政 


を 強く 求め る 」 


唯一 の 被爆 




















符 が 国連 の 核兵器 禁止 条約 交渉 に すみ や か に 参加 し 締結 の た め 努 力 す る こと 
と の 意見 書 を 国 に 提出 し た 。 
































国 で ある 日 本 の 政府 が 、「 現 実 の 安全 保障 問題 の 解決 に 結び つく と は 思え な 














い 」 と 表明 し 交渉 会 議 を 欠 証し 、 条 約 に 反対 し て いる こと は 極め て 遺 翌 で ある 。 
核兵器 禁止 条約 が 発効 すれ ば 、 生 物 ・ 化 学 兵 准 の よう に 核兵器 は 国際 法 上 「 違 法 」 に な 
り 、 北 朝鮮 に 核兵器 開発 を 断念 させ る こと に も つなが る と 考え る 。 





































































































以上 か ら 、 日 本 政府 は 核兵器 禁止 条約 を すみ や か に 批准 し 、 今 年 の 広島 宣言 「 核 保有 国 
と 非核 保有 国 と の 橋渡し に 本 気 で 取り 組ん で いた だ きた い 」 と の 趣旨 に 沿っ て 行動 する こ 
と を 強く 求め る 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








金ケ崎 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 9 月 25 日 

【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 外 務 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 、 経 済 
産業 大 臣 、 経 済 再生 担当 大 臣 、 内 閣 官房 長官 

【 件 名 】 万 全 な 関連 法制 度 の 整備 まで 「 日 欧 EPA」 を 発効 させ な いこ と を 求め る 
意見 書 




















平成 2 5 年 に 開始 され た 「 日 欧 EPA (経済 連携 協定 )」 は 、7 月 6 日 の 日 欧 首 脳 会 談 に 
お いて 「 大 枠 合意 」 さ れ た 。「 大 枠 合意 」 は 、 正 式 合意 ・ 協 定 で は な い 。 政 府 発表 は 、 関 税 
と 政府 調達 に 関す る 合意 の み で 他 の ルー ル 分 野 で の 合意 内 容 は 明らか に し て いな い 。 

7 月 7 日 、 全 国 農業 協同 組合 中 央 会 の 会 長 は 、「 今 後 、TPP に 加え 、 日 欧 E PA が 発効 
すれ ば 、 わ が 国 農 業 は 、 ア ジア 太平 洋 地 域 の みな ら ず 、 欧 州 の 主要 輸出 国 と も 質 ・ 量 両面 
に お いて 厳し い 競 争 に さら され る こと と な る 。 政府 ・ 与 党 に お いて は 、 今後 、 大 枠 合意 の 
内 容 に よっ て 農業 経営 や 生産 基盤 確保 の 取り 組み に 影響 が 出 な いか 徹底 し た 検証 を 行う と 
と も に 、 国 民 ・ 消 費 者 の 声 に も 十分 配慮 し つつ 、 農 業者 と の 対話 と 協議 の な か で 、 万 全 な 
予算 措置 や 関連 法制 度 の 整備 を すす め る よう 求め る も の で ある 」 と の 談話 を 出し た 。 

農業 関係 者 か ら は 、「TP P を 批 準 し た た め に 、T PP レベル と 同等 、 ま た は それ 以上 の 
譲歩 を 余儀 な くさ れ た 」 と の 批判 が ある 。 

例え ば 、 日 欧 EPA で は 、TPP で さえ 守っ た ソフ トチ ー ズ 輸入 枠 を 大 幅 に 拡大 し た 。 
大 枠 合意 の チー ズ 製 品 の 輸入 枠 3. 1 万 トン は 、 生乳 換算 で 約 3 0 万 トン に な り 、 乳 価 下落 
な ど 酷 農家 に 大 打撃 を 与え る 危険 が ある 。 ま た 、 関 税 は 1 6 年 目 に 撤廃 (TPP は 現状 約 
3 0 % 維 持 ) に な る 。 チ ー ズ 生産 を し て いる 肪 業 工場 、 酷 農家 や 若い 人 を 中 心 に 取り 組む 
チー ズ 工 房 等 に 深刻 な 影響 を 与え る 可能 性 が ある 。 本 町 の 酷 農家 に と っ て も 看過 で き な い 
合意 で ある 。 

その 他 の 関税 の 例 を あげ る と 、 パ スタ は 現行 1 キロ 3 0 円 が 1 1 年 目 に 撤廃 (TPP は 
9 年 目 以降 1 キロ 1 2 円 維持 ) 、 ワ イン は 即時 撤廃 (TPP は 8 年 目 撤廃 )、 豚 肉 は 現行 1 
キロ 482 円 が 10 年 目 に 50 円 (TPP と 同 ) に な る 。 農 畜産 業 に 深刻 な 影響 を 与え る 
こと は 明らか で ある 。 

動車 な ど 工 業 製品 を 売り 込む た EN A PAA TT 
< 合意 で あり 、 極 め て 遺 憎 で ある 。 交渉 経 過 が 国会 と 国民 に 知ら され ず 突 然 公 表 さ れ た こ 
と は 納得 で き な い 。 
至 民 、 特 に 農家 が 納得 する よう な 「 万 全 な 予算 措置 や 関連 法制 度 の 整備 」 が 出来 な いか 
ぎり 正式 協定 を 締結 ・ 発 効 さ せな いよ う 強 く 求 め る 。 











































































































































































































































































































































































































ゴゴ F 

















































































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








金ケ崎 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 9 月 25 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 文 部 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財務 大 臣 、 
内 閣 官房 長官 

【 件 名 】 教 職員 定数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 2 分 の 1 復元 を 求め る 意見 書 


学校 現場 に お ける 課題 が 複雑 化 ・ 困 難 化 する 中 で 子ども た ちの ゆたか な 学び を 実現 する 
た め に は 、 教 材 研究 や 授業 準備 の 時 間 を 十分 に 確保 する こと が 不可 欠 で す 。 そ の た め に は 
教職 員 定 数 改善 な どの 施策 が 最 重要 課題 と な っ て いま す 。( 公 財 ) 連合 総合 生活 開発 研究 所 
の 教職 員 の 働き 方 ・ 労 働 時 間 に 関 する 報告 書 で は 、7 て 8 割 の 教員 が 1 か 月 の 時 間 外 労働 
が 80 時 間 (過労 死 ラ イン ) と な っ て いる こと 、1 割 が すでに 精神 疾患 に 堆 患 し て いる 可 
能 性 が 極め て 高い こと な ど が 明らか に され まし た 。 明 日 の 日 本 を 担う 子ども た ち を 育む 学 
校 現場 に お いて 、 教 職員 が 人 間 ら し い 働き 方 が で きる た め の 長 時 間 労 働 是 正 が 必要 で あり 、 
その た め の 教 職員 定数 改善 も 欠か せま せん 。 

義務 教育 費 国庫 負担 制度 に つい て は 、 小 果 政 権 下 の 「 三 位 一 体 改革 」 の 中 で 国庫 負担 率 
が 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ まし た 。 い くつ か の 自治 体 に お いて は 、 厳 し い 財 
政 状況 の 中 、 独 自 財源 に よる 定数 措置 が 行わ ん れ て いま す が 、 地 方 自治 体 の 財政 を 圧迫 し て 
いま す 。 国 の 施策 と し て 定数 改善 に な けた 財源 保障 を し 、 子 ども た ち が 全 国 ど こ に 住ん で 
いて も 、 一 定 水 準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 上 の 要請 で す 。 
ゆたか な 子ども の 学び を 保障 する た め の 条 件 整備 は 不可 欠 で す 。 こ う し た 観点 か ら 、2018 
年 度 政府 予算 編成 に お いて 下記 事項 が 実現 され る よう 求め ます 。 

記 

1 子ども た ちの 教育 環境 改善 の た め に 、 計 画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 

2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 負担 割合 
を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 




























































































































































































































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 





山田 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 9 月 1 


め る 意見 書 








国 の 三 分 の 二 に あたる 1 2 2 














一 歩 を 踏み 出し た 。 し か し 、 
合わ せ 参 加 し な か っ た 。 

条約 前 文 で は 、 核 兵器 の 非 人 
らし て 、 そ の 違法 性 が 明確 に 述 
USHA) 及び 核 実験 の 被害 者 に 









































【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 


道 性 を 厳し く 告 発し 、 国 連 憲 間 


2 日 
































ヵ国 の 賛成 で 採択 され 、「 核 兵器 




















議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 外 務 大 臣 、 内 閣 官房 長官 
【 件 名 】 日 本 政府 が すみ や か に 核兵器 禁止 条約 に 著名 し 、 国 会 が 批 準 する こと を 求 


今年 7 RIM He 丘 器 禁止 NR 条約 が 国連 加 


の な 
































この 会 議 に 、 唯 一 の 戦争 被爆 国 の 



























































べら れ て いる 。 きら に 「 核 兵器 


日 本 政府 は 核保有 国 と 歩調 


、 国 際 法 、 国 際 人 道 法 に て 





い 世 界 」 へ の 歴史 的 な 


















































『 使 用 








の 被爆 者 (HIBAK 
員 害 に 留意 し 」 と 、 広 











も た ら さ れ た 容認 し が た い 苦 








島 と 長崎 の 被爆 者 に 言及 し て い 




















は 造 、 取 得 、 保 有 、 貯 蔵 」 な ど 
止 さ れ て いる 





の 完全 廃絶 ( に 向 けた 枠組 み が 明 

























































































第 1 条 で は 、 核 兵器 の 法 的 禁 


また 第 4 条 で は 、 校 兵器 国 や 核 の 人 の も と 


1 日 本 政府 が すみ や か に 核 兵 
2 衆議院 ・ 参 議院 の 両院 で すみ や か に 核兵器 禁止 条約 を 批准 


る 。 








止 の 内 容 を 定め 、 加 盟 国 に 核兵器 の 「 開 発 、 実 験 、 生 産 、 
の 禁止 を 義務 づけ 、 さ ら に 「 使 用 、 


















































記 
器 禁 止 条 約 に 賭 名 する こと 。 





以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 








古 難 と 














1 






































に いる 国々 が 参加 する 余地 を つく り 、 核 兵器 
確 に され 、 核 保有 国 が 条約 に 参加 する 道 を つく っ て いる 。 

核兵器 が 再び 使わ れ か ね な い 危 うい 状態 が 続い て いる 今 だ か ら こ そ 、 核 兵器 の 悲惨 さ を 
知る 唯一 の 国 の 政府 と し て 、 賭 名 が 開示 され る 9 月 20 
批准 を 経て 条約 が 正式 に 発効 する こと を 強く 要望 する 。 


日 以降 いち 早く 

















使用 の 威 蹴 」 な ど が 禁 





























周 印 し 、 国 会 で の 








ul 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








田野 畑村 





【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 9 月 22 日 

【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 農 林 水 産 
大 臣 、 環 境 大 臣 、 経 済 産業 大 臣 

【 件 名 】「 全 国 森 林 環 境 税 」 の 創設 に 関す る 意見 書 





ど 





我が国 の 地球 温暖 化 対 策 に つい て は 、2020 年 度 及 び 2020 年 以降 の 温室 効果 
ガス 削減 目標 が 国際 的 に 約束 され て いる が 、 そ の 達成 の た め に は 、 と り わ け 森 
林 吸 収 源 対策 の 推進 が 不可 欠 と な っ て いる 。 

し か し な が ら 、 森 林 が 多く 所 在 する 山村 地域 の 市 町 村 に お いて は 、 木 材 価格 
の 低迷 や や 林業 従事 者 の 高齢 化 ・ 後 継 者 不足 に 加え 、 急 速 な 人 口 減少 な ど 、 厳 し 
い 情 勢 に ある ほか 、 市 町 村 が 、 森 林 吸 収 源 対 策 及 び 担 い 手 の 育 成 等 山村 対策 に 
主体 的 に 取り 組む た め の 恒 久 的 ・ 安 定 的 な 財源 が 大 幅 に 不足 し て いる 。 

この よう な 中 、 政 府 ・ 与 党 は 『 平 成 29 年 度 税制 改正 大 綱 』 に お いて 、「 市 町 
村 が 主体 と な っ て 実施 する 森林 整備 等 に 必要 な 財源 に 充て る た め 、 個 人 住民 税 
均等 割 の 枠組 み の 活用 を 含め 都市 ・ 地 方 を 通じ て 国民 に 等 し く 負 担 を 求め る こ 
と を 基本 と する 森林 環境 税 (仮称 ) の 創設 に 向け て 、 地 方 公共 団体 の 意見 も 踏 
まえ な が ら 、 具体 的 な 仕組 み 等 に つい て 総合 的 に 検討 し 、 平成 30 年 度 税制 改正 
に お いて 結論 を 得る 」 と の 方 針 を 示し た と ころ で ある 。 

も と より 、 山 村 地 域 の 市 町 村 に よる 森林 吸収 源 対策 の 推進 や 安定 し た 雇用 の 
場 の 確保 お どの 取組 み は 、 地 球 温暖 化 防 止 の みな ら ず 、 国 土 の 保全 や 地方 創 生 
等 に も つなが る も の で あり 、 そ の た め の 市 町 村 の 財源 の 強化 は 喫 忠 の 課題 で あ 
る 3 

よっ て 、 下 記 の 制度 創設 に つい て 実現 を 強く 求め る も の で ある 。 

記 

平成 29 年 度 税制 改正 大 綱 に お いて 、「 市 町 村 が 主体 と な っ て 実施 する 森林 整 
備 等 に 必要 な 財源 に 充て る た め 、 個 人 住民 税 均 等 割 の 枠組 み の 活 用 を 含め 都 
市 ・ 地 方 を 通じ て 国民 に 等 し く 負担 を 求め る こと を 基本 と する 森林 環境 税 ( 仮 
称 ) の 創設 」 に 関し 、「 平 成 30 年 度 税制 改正 に お いて 結論 を 得る 」 と 明記 され 
た こと か ら 、 森 林 ・ 林 業 ・ 山 村 対 策 の 抜本 的 強化 を は か る た め の 「 全 国 森 林 環 
境 税 」 の 早期 導入 を 強く 求め る 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議会 名 意見 書 の 内 容 
普 代 村 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 9 月 15 日 
【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 農 林 水 産 





大 臣 、 環 境 大 臣 、 経 済 産業 大 臣 


【 件 








我が国 
削減 目標 が 攻 
の 打 
















































































町 村 が 、 森 林 吸 収 源 * 


際 的 に 約束 され て い 
E 進 が 不可 欠 と な っ て いま す 。 

し か し な が ら 、 和 森林 が 多く 所 在 す る 山村 地域 の 
業 従事 者 の 高齢 化 ・ 後 継 者 不足 














安定 的 な 財源 が 不足 し て お り 





この よう な 中 、 政 府 ・ 与 党 は 、 
と な っ て 実施 する 森林 整備 等 に 必要 な 財源 に 充て る た め 、 個 人 住 
用 を 含め 都市 ・ 地 方 を 通じ て 国 
称 ) の 創設 に 向け て 、 地 方 公共 
総合 的 に 検討 し 、 平 成 3 0 年 度 税 1 














あり ます 。 





も と より 、 山 村 地 域 の 市 町 村 に よる 森林 吸収 源 対策 の 捧 
どの 取り 組み は 、 地 球 温暖 化 防止 の みな ら ず 、 
で あり 、 そ の た め の 市 町 村 の 財源 
山村 対策 の 抜本 的 強化 を は か る た め の 「 全 国 











あり ます 。 














以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 














ます 。 





E す が 、 そ の 達 


に 加え 、 急 速 な 人 
対策 及び 担い 手 の 育 成 等 山村 対策 に ヨ 





「 平 成 2 9 年度 税制 改 


民 に 等 し く 負 ] 





名 】 全 国 森林 環境 税 の 創設 に 関す る 意見 書 





a 


市 





























寺 | 











体 の 意見 も 踏 3 
骨 改 正 に お 














の 紀 








\ て 結論 を 得 











減少 な ど 、 
E 体 的 に 取り 組む た め の 恒 久 的 ・ 


の 地球 温暖 化 対 策 に つい て は 、 2 0 2 0 年 度 及び 2 0 2 0 年 以降 の 温室 効果 が ガス 
成 の た め に は 、 と り わ け 森 林 吸 収 湊 




















対策 


村 に お いて は 、 木 材 価格 の 低迷 や 林 


ー エ ー 


由 





厳し い 情勢 に ある ほか 、 











E 大 綱 」 に お いて 、「 市 町 村 が 主体 











民 税 均等 割 の 枠組 み の 活 


旧 を 求め る こと を 基本 と する 森林 環境 税 ( 仮 

















まえ な が ら 、 具 体 的 な 仕組 みな ど に つい て 





る 」 


と の 方 針 を 示し た と ころ で 








E 進 や 安定 し た 雇用 の 場 の 確保 な 




















国土 の 保全 


地方 創 生 等 に も つなが る も の 














R 化 は 喫緊 の 課題 で や り ま す 。 

















よっ て 、 森 林 ・ 林 業 ・ 


























森林 環境 税 」 の 





























に 基づき 意見 書 を 提出 

















早期 導入 を 強く 求め る も の で 
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市 町 村 識 会 名 意見 書 の 内 容 
軽米 町 | 【 議 決 年 月 日 】 NR 
【 提 出 先 】 衆 議 長 、 参議 院 議 ヽ 内 閣 総 理大 臣 
【 件 SO 
今年 7 月 7 日 、「 核 兵器 禁止 条約 の 国連 会 議 」 に お いて 、 国 連 加 盟 国 の 3 分 の 2 に あたる 
1 2 2 カ国 の 寿 成 で 核兵器 禁止 条約 が 採択 され まし た 。 
この 条約 は 、 核 兵器 の な い 世 界 を めざし 、 核 兵器 の 使用 、 開 発 、 実 験 、 製 造 、 取 得 、 保 
有 、 貯 蔵 、 移譲 な ど を 幅広 く 禁 止 し た うえ で 、 核 抑止 の 根幹 と され る 「 使 用 する と の 威 史 」 




















も 禁止 する と 明記 され て い 
条約 の 成立 に は 被爆 者 の 果たし た 役割 が 大 きく 、 条約 の 前 文 に は 「 核 兵 
に も た ら さ れる 、 受 けり 
訴え て いま 


バク シャ ) 





の 生存 を 守る こと の 重要 1 

















性 を 





も プッ 





入れ 難い 苦し み と 和 被害 ( 
す 。 




















軽米 町 は 、 昭 和 6 04 
上 島 、 長 崎 の 惨 福 を 線 

始 憲 法 の 基本 原 

守 さ れ 、 ま た あら ゆる 国 

の 町 で ある こと を 宣言 す 

「 核 了 











の 
| 玉 


















































趣旨 か ら も 、 
の で す 。 
唯一 の 戦争 被爆 国 で あ 

















E 9 月 











り 返 


の 核 
る 」 


2 8 
し て は な ら な いと 
RT 




















「 わ が 国 は 








世界 た 






































兵器 


ミ 器 の 廃絶 と 軍縮 が 推 
a 





兵器 禁止 条約 


る 日 





で きる こと は 明らか で す 。 


よっ て 、 国 会 に お いて 





























以上 、 地 方 E 














」 に 


本 が 、 
を する こと で 、 採 択 し た 国々 と 一 緒 ! 









































「 軽 米 町 非核 平和 の ! 
日 本 国 と し て 署名 し 、 











この 条約 を 批准 し 、 




















は 、『 


一 の 戦争 想 爆 還 


























治 法 第 9 9 条 の 規定 に 


千 会 で 批准 する こと を 強く 求め ます 。 











こ 留意 し 」 と 明記 され 、 


の 核 被 爆 国 と し て 、 
fF えて いる と ころ で ある 。 和 軽米 町 は 、 日 
に 向け て 将来 と も 非核 三 
進 さ れる こと を 強く 希求 し 、 非 核 平和 
町 宮 言 」 を あげ て いま す 。 こ の 写 言 の 








国会 で 批准 








より 意見 書 を 提出 し ます 。 











こ 、 人 類 史 の 課題 で ある 「 核 兵器 廃絶 」 に 





する こ 


























器 使 用 の 被害 者 ( ヒ 


人 類 全 体 

















この 地球 上 に ] 
本 
則 が 遵 








所 














と を 要望 する も 


核兵器 保有 国 と 非 保 有 国 の 橋渡し 


大 きく 真 献 




















も 早く 著名 、 
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市 町 村 議 会 名 








軽米 町 



























































意見 書 の 内 容 
【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 9 月 15 日 
【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 岩 手 
県 知事 
【 件 名 】 私学 助成 の 充実 を 求め る 意見 書 
私 立 学 校 は 、 公 教育 の 一 賀 を 担い 学校 教育 の 充実 、 発 展 に 寄与 し て いま す 。 
現在 、 私 立 学校 の 経営 基盤 は 、 厳 し い 環 境 に お か れ て お り 、 保 護 者 の 学費 負担 は 家計 を 
大 きく 圧迫 し て いま す 。 ま た 、 生 徒 一 人 当たり に か けら れる 教育 費 が 公立 学校 と 比べ て 低 


いこ と が 、 教 












































育 諸 条件 が 改善 され な い 大 き な 要 因 に な っ て いま す 。 
こう し た 状況 の 中 で 、 教 育 条件 の 維持 、 
に 、 私 立 学校 の 経営 の 健全 化 






































向上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と も 




















に 資す る た め 、 運 営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 充実 





























が 求め られ て いま す 。 

よっ て 、 こ の よう な 実情 を 勘案 し 、 私 学 助成 に つい て 特段 の 配慮 を され る よう 次 の と お 
り 要 望 い た し ます 。 

過疎 地域 の 私 立 高 校 に 対す る 特別 助成 の 増額 を 含め 、 私 学 助成 金 を 更に 充実 させ る こと 
を 求め ます 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 





九 戸 村 








議決 年 月 日 】 平成 29 年 9 月 15 日 

【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 農 林 水 産 
大 臣 、 経 済 産業 大 臣 、 環 境 大 臣 

【 件 名 】「 全 国 森 林 環 境 税 」 の 創設 に 関す る 意見 書 






































我が国 の 地球 温暖 化 対 策 に つい て は 、2020 年 度 及 び 2020 年 度 以降 の 温室 効果 ガス 削減 
標 が 国際 的 に 約束 され て いる が 、 そ の 達成 の た め に は 、 と り わ け 森 林 吸 収 源 対策 の 推進 
が 不可 欠 と な っ て いる 。 
し か し な が ら 、 森 林 が 多く 所 在 す る 山村 地域 の 市 町 村 に お いて は 、 木 材 価格 の 低迷 や や 林 
業 従事 者 の 高齢 化 ・ 後 継 者 不足 に 加え 、 急 速 な 人 口 減少 な ど 、 厳 し い 情勢 に ある ほか 、 市 
町 村 が 、 森 林 吸 収 源 対 策 及 び 担 い 手 の 育 成 等 山村 対策 に 主体 的 に 取り 組む た め の 恒 久 的 ・ 
安定 的 な 財源 が 大 幅 に 不足 し て いる 。 
も と より 、 山 村 地 域 の 市 町 村 に よる 森林 吸収 源 対 策 の 推進 や 安定 し た 雇用 の 場 の 確保 な 
どの 取り 組み は 、 地 球 温暖 化 防 止 の みな ら ず 、 国 土 の 保全 や 地方 創 生 等 に も つなが る も の 
で あり 、 そ の た め の 市 町 村 の 財源 の 強化 は 喫 監 の 課題 で ある 。 
よっ て 、 下 記 の 制度 創設 に つい て 、 実 現 を 強く 求め る も の で ある 。 
記 
森林 ・ 林 業 ・ 山 村 対 策 の 抜本 的 強化 を は か る た め の 「 全 国 森林 環境 税 」 の 早期 導入 を 強 
く 求め る 。 























































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 講 会 名 意見 書 の 内 容 

九 戸 村 A 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 
【 件 生き ご 

る 意見 書 

連 交 渉 会 議 は 本 年 7 月 7 日 、 核 兵器 を 違法 化す る 国際 条約 で ある 「 核 兵器 禁止 条約 」 
を 国連 加盟 国 の 三 分 の 二 に 当たる 122 カ国 の 替 成 で 採択 し 、 人 類 史 上 初め て 「 核 兵器 の な い 
世界 」 へ の 歴史 的 一 歩 を 踏み 出し た 。 
核兵器 を 条約 で 禁止 し 、 廃 絶する こと は 、 長 年 に わた っ て 国際 社会 が 強く 求め て きた と 
ころ で ある 。 我 が 国 は 、 核 兵 問 の 非 人 道 性 、 残 虐 性 を 自ら 体験 し た 唯一 の 被爆 国 と し て 、 
核兵器 廃絶 の 取り 組み に 積極 的 に 貢献 し て きた と ころ で あり 、 日 本 政府 は 条約 実現 の 先頭 

































































に 立つ こと が 求め られ る 中 、 核 保有 国 と 歩 








































































































周 を 合わ せ て 会 議 に 参加 し な か っ た こと は 





















































民 や 被爆 者 に 対し て 背 を 向け る 態度 と 言わ あざ る を 得 な い 。 

本 村 は 、 昭 和 60 年 9 月 24 日 に 「 日 本 国 憲法 の 基本 原理 で あり 人 類 共 通 の 念願 で ある 恒 
久 平 和 に 向け て 将来 と も 非核 三原 則 が 遵守 され 、 ま た あら ゆる 国 の 核兵器 の 即時 廃絶 と 軍 
縮 が 推進 され る こと を 強く 希求 し 、 非核 平和 の 村 で ある こと を 宣言 する 。」 と し た 非核 平和 
の 村 宣 言 を 行っ て いる 。 こ うし た 核兵器 の 廃絶 に よる 恒久 平和 の 実現 は 、 九 戸村 民 の 切な 
る 願い で ある 。 

よっ て 、 国 及び 関係 機関 は 、 核 兵器 禁止 条約 へ の 参加 に 向け て 、 下 記 の 事項 に つい て 速 
や か に 取り 組む よう 強く 要望 する 。 

記 

1 日 本 政府 が 核兵器 禁止 条約 に 賭 名 する こと 。 

2 i ョ a 止 条 約 を 批准 する こと 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
洋 野 町 i 
【 提 出 先 】 内 閣 総 理大 臣 、 衆 議 長 、 グ 参議 院 議 
【 件 お に 国会 が 承認 する こと を 求 





め る 意見 書 











核兵器 禁止 条約 を 交渉 する 国連 会 議 は 7 月 7 日 、 核 兵器 禁止 条約 を 国連 加盟 国 の 3 分 

2 に あたる 122 ヵ国 の 賛成 で 採択 し た 。 日 本 政府 は 、 核 兵器 の 悲惨 さ を 知 る 唯一 の 国 と し 
て 、 賭 名 が 開始 され る 9 月 20 日 以降 いち 早く 調印 し 、 国会 で の 承認 を 経て 条約 に 正式 に 参 
加 す る こと を 強く 求め る 。 































































































由 
年 7 月 7 日 採択 され た 核兵器 禁止 条約 は 、 そ の 前 文 で 核兵器 の 非 人 道 性 を 厳し く 告 発 
し 、 国 連 憲 章 、 国 際 法 、 国 際 人 道 法 に 照ら し て 、 そ の 居 法 性 を 明確 に 述べ て いる 。 さらに 
「 核 兵器 使用 の 被害 者 及び 核 実験 の 被害 者 に も た ら さ れ た 容認 し が た い 苦 難 と 損害 に 留意 
、 広 島 と 長崎 の 被爆 者 に 言及 し 核兵器 廃絶 の 必要 性 を 明確 に し た 。 
し か し 、 こ の 会 議 に 唯一 の 戦争 被爆 国 の 日 本 政府 は 、 核 保有 国 と 歩調 を 合わ せ 参 加 し な 
か っ た 。 
oo 核兵器 の 法 的 禁止 の 内 容 を 定め 、 加 盟 国 に 核兵器 の 「 開 発 、 実 験 、 生 
& 造 、 取 得 、 保 有 、 貯 蔵 」 な どの 禁止 を 義務 づけ 、 さ きら に 「 使 用 、 使 用 の 威 蹴 」 な ど 
1 
また 、 第 4 条 で は 核保有 国 や 核 の 槍 の 下 に いる 国々 が 参加 する 余地 を つく り 、 核 兵器 の 
完全 廃絶 に 向け た 枠組 み が 明 確 に 示さ れ た 。 

よっ て 国 及 び 関 係 機関 は 、 次 の 事項 に つい て 取り 組む よう 強く 要望 する 。 


状 
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1. 日 本 政府 が すみ や か に 核兵器 禁止 条約 に 署名 する こと 。 
2. 衆議院 ・ 参 議院 の 両院 で すみ や か に 核兵器 禁止 条約 を 承認 する こと 。 




















上 記 の と お り 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 する 。 
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